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はじめに

成長産業への変革期にある日本農業において、農業経営の法人化や異業種からの農業参

入増加などを背景に現代的な農業経営を確立する必要性が高まっております。

農業という業種の特徴は、生物の生産であることから、病虫害や自然災害による被害

等、経営者自身でコントロールすることができない要素が多いことにあります。それゆ

え、経営者自身の経験則に基づく判断が重要となりますが、すべての判断を経験則に頼る

ことは合理的ではなく、客観的事実たる計数を確かめながら経営判断を行うことで、より

健全な農業経営を行うことが可能となります。特に法人経営では、計数に基づく経営管理

が必須であり、現代的な農業経営に欠かせない要素となります。

このような状況の中、当協会は日本の農業の発展、具体的には計数管理の基盤となる農

業簿記の普及に寄与することを目的として、一般社団法人 全国農業経営コンサルタント

協会による監修のもとで、平成26年度より「農業簿記検定」を実施しております。

さらに、当協会では2020年度より「農業経理士」称号認定制度を創設致しました。本制

度は、農業簿記で培った知識を基盤としながら、農業経営の現場で必要となる実践的なス

キルを習得した者であることを当協会が認定し、「農業経理士」の称号を授与するもので

す。制度創設にあたり、新たに「経営管理」および「税務」試験を開設致しました。

本書が読者の皆様の農業経営に関わる経営管理知識の習得、そして「農業経理士」称号

取得の一助となれば幸いです。

一般財団法人　日本ビジネス技能検定協会

理事長　西原　申介

農業経理士に関する情報はこちら

http://jab-kentei.or.jp/agricultural-accountant/



この問題集は、姉妹編の「農業経理士教科書【経営管理編】」に準拠した問題集で

す。従って、教科書の学習の進度に合わせて、併行して利用されることをお奨め致し

ます。

⑴ 　教科書の単元を学習し終えたら、問題集を解いてください。解答後は、必ず解

答編で確認するようにしてください。

⑵ 　解答を見ても分からないときは、教科書に戻り説明を読んで、どこが間違って

いるかを確認しましょう。

●本書の利用にあたって●
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第 １章　経営分析　計算問題編

第 １章　経営分析

問題 １ 収益性分析 ⇒ 解答Ｐ≥72

以下の農業法人Ａ社の〔資料〕に基づき、答案用紙の各指標を答えなさい。なお、計算

上端数が生じる場合には、最終値に関して小数点以下第 ３位を四捨五入すること。また、

算定にあたっては、期中平均を使用することが望ましい比率においても、便宜上、期末残

高の数値を用いて算定すること。

〔資料〕

１ ≥ Ａ社の貸借対照表（20X2年 ３ 月３１日）（単位：千円）

Ⅰ　流動資産

現金預金 １≤500

売掛金 2≤200

棚卸資産 250

その他流動資産 540

流動資産合計 4≤490

Ⅱ　固定資産

建物・構築物 2≤500

機械装置 8≤250

工具器具備品 １≤950

減価償却累計額 △３≤500

土地 7≤500

固定資産合計 １6≤700

資産合計 2１≤１90

Ⅰ　流動負債

買掛金 １≤200

未払法人税等 250

短期借入金 800

流動負債合計 2≤250

Ⅱ　固定負債

長期借入金 4≤500

固定負債合計 4≤500

負債合計 6≤750

Ⅰ　純資産

出資金 １１≤000

繰越利益剰余金 ３≤440

純資産合計 １4≤440

負債・純資産合計 2１≤１90
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第 １章　経営分析　計算問題編

2 ≥ Ａ社の損益計算書（20X１年 4 月 １ 日～20X2年 ３ 月３１日）（単位：千円）

Ⅰ　売上高 １4≤500

Ⅱ　売上原価 9≤800

売上総利益 4≤700

Ⅲ　販売費及び一般管理費

水道光熱費 １40

租税公課 １80

減価償却費 ３00

その他販管費 １≤220

営業利益 2≤860

Ⅳ　営業外収益

受取利息 480

Ⅴ　営業外費用

支払利息 １80

経常利益 ３≤１60

法人税、住民税及び事業税（３0％） 948

当期純利益 2≤2１2
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第 １章　経営分析　計算問題編

３ ≥ Ａ社の製造原価報告書（20X１年 4 月 １ 日～20X2年 ３ 月３１日）（単位：千円）

Ⅰ　材料費

種苗費 １≤１50

肥料費 980

農薬費 ３90

諸材料費 590

材料費合計 ３≤１１0

Ⅱ　労務費

賃金手当 2≤500

福利厚生費 560

労務費合計 ３≤060

Ⅲ　経費

支払地代 １≤080

作業委託料 840

賃借料 620

諸会費 280

減価償却費 250

修繕費 560

経費合計 ３≤6３0

当期製品製造原価 9≤800

〔答案用紙〕

⑴　総資本経常利益率 ％

⑵　売上高総利益率 ％

⑶　売上高営業利益率 ％

⑷　売上高経常利益率 ％

⑸　売上高当期純利益率 ％

⑹　総資本回転率 回

⑺　固定資産回転率 回

⑻　売上高材料費比率 ％
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第 １章　経営分析　計算問題編

問題 2 安全性分析 ⇒ 解答Ｐ≥74

以下の農業法人Ａ社の〔資料〕に基づき、答案用紙の各指標を答えなさい。なお、計算

上端数が生じる場合には、最終値に関して小数点以下第 ３位を四捨五入すること。また、

算定にあたっては、期中平均を使用することが望ましい比率においても、便宜上、期末残

高の数値を用いて算定すること。

〔資料〕

１ ≥ Ａ社の貸借対照表（20X2年 ３ 月３１日）（単位：千円）

Ⅰ　流動資産

現金預金 １≤500

売掛金 2≤200

棚卸資産 250

その他流動資産 540

流動資産合計 4≤490

Ⅱ　固定資産

建物・構築物 2≤500

機械装置 8≤250

工具器具備品 １≤950

減価償却累計額 △３≤500

土地 7≤500

固定資産合計 １6≤700

資産合計 2１≤１90

Ⅰ　流動負債

買掛金 １≤200

未払法人税等 250

短期借入金 800

流動負債合計 2≤250

Ⅱ　固定負債

長期借入金 4≤500

固定負債合計 4≤500

負債合計 6≤750

Ⅰ　純資産

出資金 １１≤000

繰越利益剰余金 ３≤440

純資産合計 １4≤440

負債・純資産合計 2１≤１90

（注）　当座資産は、「現金預金＋売掛金」とする。
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第 １章　経営分析　計算問題編

2 ≥ Ａ社の損益計算書（20X１年 4 月 １ 日～20X2年 ３ 月３１日）（単位：千円）

Ⅰ　売上高 １4≤500

Ⅱ　売上原価 9≤800

売上総利益 4≤700

Ⅲ　販売費及び一般管理費

水道光熱費 １40

租税公課 １80

減価償却費 ３00

その他販管費 １≤220

営業利益 2≤860

Ⅳ　営業外収益

受取利息 480

Ⅴ　営業外費用

支払利息 １80

経常利益 ３≤１60

法人税、住民税及び事業税（３0％） 948

当期純利益 2≤2１2

〔答案用紙〕

⑴　当座比率 ％

⑵　流動比率 ％

⑶　固定長期適合率 ％

⑷　自己資本比率 ％

⑸　売上高現預金比率 ％
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第 １章　経営分析　計算問題編

問題 3 生産性分析 １  ⇒ 解答Ｐ≥75

以下の農業法人Ａ社の〔資料〕に基づき、各問に答えなさい。

〔資料〕

１ ≥ Ａ社の損益計算書（20X１年 4 月 １ 日～20X2年 ３ 月３１日）（単位：千円）

Ⅰ　売上高 １4≤500

Ⅱ　売上原価 9≤800

売上総利益 4≤700

Ⅲ　販売費及び一般管理費

水道光熱費 １40

租税公課 １80

減価償却費 ３00

その他販管費 １≤220

営業利益 2≤860

Ⅳ　営業外収益

受取利息 480

Ⅴ　営業外費用

支払利息 １80

経常利益 ３≤１60

法人税、住民税及び事業税（３0％） 948

当期純利益 2≤2１2
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第 １章　経営分析　計算問題編

2 ≥ Ａ社の製造原価報告書（20X１年 4 月 １ 日～20X2年 ３ 月３１日）（単位：千円）

Ⅰ　材料費

種苗費 １≤１50

肥料費 980

農薬費 ３90

諸材料費 590

材料費合計 ３≤１１0

Ⅱ　労務費

賃金手当 2≤500

福利厚生費 560

労務費合計 ３≤060

Ⅲ　経費

支払地代 １≤080

作業委託費 840

賃借料 620

諸会費 280

減価償却費 250

修繕費 560

経費合計 ３≤6３0

当期製品製造原価 9≤800

問 １ �　〔資料〕に基づき、控除法（中小企業庁方式）による付加価値を算定しなさい。

なお、控除法の計算は以下の計算方式によることとする。

付加価値＝売上高−（＊１原材料費＋＊2支払経費）

＊ １：製造原価報告書における材料費合計を用いる。
＊ 2：�損益計算書の販売費及び一般管理費のうち「水道光熱費」「その他販管費」、および製

造原価報告書の経費のうち「作業委託費」「諸会費」「修繕費」を用いる。
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第 １章　経営分析　計算問題編

問 2 ��　〔資料〕に基づき、加算法（日銀方式）のよる付加価値を算定しなさい。なお、

加算法の計算は以下の計算方式によることとする。

付加価値＝経常利益＋＊１人件費＋＊2金融費用＋＊３賃借料＋＊4租税公課

＋＊5減価償却費

＊ １：製造原価報告書の「労務費合計」
＊ 2：損益計算書の「支払利息」
＊ ３：製造原価報告書の経費のうち「支払地代」「賃借料」の合計
＊ 4：損益計算書の「租税公課」
＊ 5：損益計算書および製造原価報告書の「減価償却費」の合計

〔答案用紙〕

問 １ 千円

問 2 千円
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第 １章　経営分析　計算問題解答編

第 １章　経営分析

問題 １ 収益性分析

〔解答〕

⑴　総資本経常利益率 14≥91％

⑵　売上高総利益率 32≥41％

⑶　売上高営業利益率 19≥72％

⑷　売上高経常利益率 21≥79％

⑸　売上高当期純利益率 15≥26％

⑹　総資本回転率 0≥68回

⑺　固定資産回転率 0≥87回

⑻　売上高材料費比率 21≥45％

〔解説〕

⑴　総資本経常利益率
経常利益
総資本 ＝

3≤160千円
21≤190千円×100＝14≥912…％≒14≥91％

⑵　売上高総利益率
売上総利益
売上高 ＝ 4≤700千円14≤500千円×100＝32≥413…％≒32≥41％

⑶　売上高営業利益率
営業利益
売上高 ＝

2≤860千円
14≤500千円×100＝19≥724…％≒19≥72％

⑷　売上高経常利益率
経常利益
売上高 ＝ 3≤160千円14≤500千円×100＝21≥793…％≒21≥79％

⑸　売上高当期純利益率
当期純利益
売上高 ＝ 2≤212千円14≤500千円×100＝15≥255…％≒15≥26％
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第 １章　経営分析　計算問題解答編

⑹　総資本回転率
売上高
総資本＝

14≤500千円
21≤190千円＝0≥684…回≒0≥68回

⑺　固定資産回転率
売上高
固定資産＝

14≤500千円
16≤700千円＝0≥868…回≒0≥87回

⑻　売上高材料費比率
＊材料費
売上高＝

3≤110千円
14≤500千円×100＝21≥448…％≒21≥45％

＊：製造原価報告書の材料費合計より
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第 １章　経営分析　計算問題解答編

問題 2 安全性分析

〔解答〕

⑴　当座比率 164≥44％

⑵　流動比率 199≥56％

⑶　固定長期適合率 88≥17％

⑷　自己資本比率 68≥15％

⑸　売上高現預金比率 10≥34％

〔解説〕

⑴　当座比率
当座資産
流動負債＝

1≤500千円＋2≤200千円
2≤250千円 ×100＝164≥444…％≒164≥44％

⑵　流動比率
流動資産
流動負債＝

4≤490千円
2≤250千円×100＝199≥555…％≒199≥56％

⑶　固定長期適合率
固定資産

純資産（自己資本）＋長期借入金＝
16≤700千円

14≤440千円＋4≤500千円×100

＝88≥173…％≒88≥17％

⑷　自己資本比率
純資産（自己資本）

総資本 ＝14≤440千円21≤190千円×100＝68≥145…％≒68≥15％

⑸　売上高現預金比率
＊現金預金
売上高 ＝ 1≤500千円14≤500千円×100＝10≥344…％≒10≥34％

＊：貸借対照表より
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第 １章　経営分析　計算問題解答編

問題 3 生産性分析 １

〔解答〕

問 １ 8≤350千円

問 2 8≤830千円

〔解説〕

問 １ �　

原材料費：3≤110千円（製造原価報告書の材料費合計）

支払経費：水道光熱費 140千円（損益計算書の販売費及び一般管理費より）

その他販管費 1≤220千円（損益計算書の販売費及び一般管理費より）

作業委託費 840千円（製造原価報告書の経費より）

諸 会 費 280千円（製造原価報告書の経費より）

修 繕 費 560千円（製造原価報告書の経費より）

合　　計 3≤040千円

付加価値の算定　1
売上高
4≤500千円−（3

原材料費
≤110千円＋3

支払経費
≤040千円）＝8≤350千円

問 2 �　

人 件 費： 3≤060千円（製造原価報告書の労務費合計）

金 融 費 用： 180千円（損益計算書の「支払利息」）

賃 借 料： 1≤080千円（製造原価報告書の経費の「支払地代」）

620千円（製造原価報告書の経費の「賃借料」）

合　　計 ： 1≤700千円

租 税 公 課： 180千円（損益計算書の「租税公課」）

減価償却費： 300千円（損益計算書の「減価償却費」）

250千円（製造原価報告書の「減価償却費」）

合　　計 ： 550千円

付加価値の算定　3
経常利益
≤160千円＋3

人件費
≤060千円＋1

金融費用
80千円＋1

賃借料
≤700千円＋1

租税公課
80千円＋5

減価償却費
50千円

　　　　　　　　＝8≤830千円
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